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資料３



有効求人倍率の推移について

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」より※上記はいずれも常用（パート含む）の数値
※表中数字カッコ内は前月比の数値
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法律・内容
2018年度
※2018年6月29日
働き方改革関連法

可決・成立

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

労働基準法
関連

時間外労働の上限規制
(年720時間)の適用
【一般則】

4月1日から
大企業に適用

4月1日から
中小企業に適用

時間外労働の上限規制
(年960時間)の適用
【自動車運転業務】

4月1日から
適用

改正改善基準告示
4月1日から
適用

月60時間超の時間外割増
賃金率引上げ(25%→50%)の
中小企業への適用

4月1日から
適用

年休5日取得義務化
4月1日から
適用

パートタイム
労働法・有期
雇用労働法

同一労働同一賃金
4月1日から
大企業に適用

4月1日から
中小企業に適用

労働者派遣法 〃
4月1日から
適用

働き方改革関連各法律の施行期日等について

「改善基準告示」の見直し作業
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トラックドライバーの年間所得額は、全

産業平均と比較して、大型トラック運転者

で約５％低く、中小型トラック運転者で約

１２％低い。

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より

【年間所得額の推移】 【年間労働時間の推移】

トラックドライバーの年間労働時間は、全

産業平均と比較して、大型トラック運転者

で４３２時間（月３６時間）長く、中小型トラッ

ク運転者で３８４時間（月３２時間）長い。
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ドライバー不足を解消するためには、全産業平均の労働時間、賃金にすることが求められる
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時間外労働、年次有給休暇の取得状況等について

１．時間外労働年９６０時間超となるドライバーの有無について

いる, 27.1% いない, 69.2%

わからない, 2.6%

無回答, 1.1%

○2021年度（令和3年）の時間外労働の上限を超える従業員の有無や年次有給休暇の取得状況等について、アンケート調査を

行った結果は以下のとおりであった。（n=727）

※出典：全日本トラック協会「第４回働き方改革モニタリング調査結果」（令和4年1～2月調査）より
※（ ）は、令和2年度調査

２．月６０時間超の時間外労働に対する時間外割増賃金率引上げに係る準備について

大企業で既に適用
4.1%

中小企業で既に適用
3.9%

2023年4月までに対応できるよう対策を検討, 
53.4%

まだ対策等の準備は行っていない
18.8%

月60時間超の時間外労働時間は発生

しない, 17.7%

時間外労働、年次有給休暇の取得状況等

（28％）
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いる, 48.1% いない, 50.0%

わからない, 0.0%

無回答, 1.9%

（全 体）

（長距離）

７２．２％
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「改善基準告示」の認知度
○荷主に対して、改善基準告示の認知度について質問したところ、「存在も内容も知らない」が５０．５％
「存在は知っているが、内容まで知らない」が３３．０％で、回答の８割を占めている。

○今後、荷主に対して改善基準告示の啓発活動が更に重要である。

18.2 68.2

8.2 0 5.5

すべて遵守できていると思う

概ね遵守できていると思う

遵守できていない項目があると思う

あまり守られていないと思う

知らない・分からない

改善基準告示の内容を知っている
荷主の遵守状況

2.1%

14.4%

33.0%
50.5%

改善基準告示の詳しい内容を知っている

改善基準告示のおおよその内容を知っている

改善基準告示の存在は知っているが、内容までは知らない

改善基準告示の存在も内容も知らない

改善基準告示の認知度

※出典：国土交通省「令和3年度トラック輸送状況の実態調査」



厚生労働省による荷主対策案

資料：厚生労働省（第8回トラック作業部会資料） 8



１．ドライバー不足・若年労働者不足への対応

〇ドライバーの待遇改善

〇給与体系の見直し（全産業平均並の賃金の実現）

〇週休２日制の導入、有給休暇の取得促進

〇キャリアパスの明示

〇女性、高齢者に働きやすい職場づくり

２．荷主や一般消費者への理解促進

〇荷待ち時間や手荷役作業の削減等、労働環境の改善

〇事業継続に必要な運賃料金の収受

（「標準的な運賃」、燃料サーチャージの収受）

３．法令遵守の徹底

〇事業者自らの法令遵守、安全対策の徹底（悪質な事業者の根絶）

２０２４年問題に向けてトラック運送事業者が行う取り組み
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インターネット広告バナー（令和３年）

日本経済新聞広告
（令和2年12月15日朝刊）

高校生向けパンフレット製作 インターンシップ受入促進
（全ト協HP）



10資料：国土交通省

トラック運送事業者が荷主に対して求めること



荷主と物流事業者との取引に関する調査結果(2022年5月25日公正取引委員会発表）
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働き方改革の実現に向けた課題への対応

・「働き方改革」の趣旨、「事業法改正」の背景を理解し、法改正の対応を「やらされる」ではなく、
事業者が「積極的に取り組む」ことが求められている。

・事業者が荷主に対して荷待ち時間の削減等、労働環境の改善を申し入れるとともに、標準的な運
賃への理解を求める行動ができるよう取り組んでいく。

ドライバーの働き方改革

・労働環境の改善
荷待ち時間の解消
手荷役の解消（パレット化）など

・標準的な運賃の必要性
ドライバーの待遇改善
安全対策、法令遵守など

全てはドライバー不足解消
業界の健全な存続のため

荷主の理解を求める

事業者自らも
「安全」「法令遵守」の徹底

ドライバーの賃金を
全産業平均並に

令和6年3月までに、全

ての事業者の働き方改
革実現を目標に
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・荷主と連携したトラック予約システムの活用
・パレット等、輸送用機器の導入
・十分なリードタイムの確保

（定時出荷による荷待ちの削減、満載となるよう
積荷の集約）

地域の経済と暮らしを守る
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「日本農業新聞」
２０２２年９月２４日朝刊１面

荷主の取り組み事例


